




















■日程  2006年11月11日(土)12時開始 17時終了 
■場所  京都大学経済学部大会議室(時計台キャンパス総合研究棟2階) 




京都大学経済学部 教授      塩地 洋   自動車産業の発展戦略と制約条件 
         ――民族系メーカーを中心に―― 
元本田技研工業中国業務室 主幹   山口安彦  産業政策と五カ年計画の指向するところ 
         ――「自主創新」への流れをたどる―― 
京都大学大学院経済学研究科博士課程 李 澤建   奇瑞と吉利の車種開発戦略 
現代文化研究所中国研究室 主任研究員 廖 静南   外資合弁系･民族系乗用車メーカー
の競争力比較分析        ――補完関係から競合関係になるか―― 
J.D.パワー･アジアパシフィック   木本 卓   ＶＯＣ視点から見る車両品質の現状 
部長 J.D.パワーシンガポール事務所      ――ＩＱＳ(初期品質調査)からのインプリ
ケーション―― 
東京大学社会科学研究所 教授    丸川知雄  サプライヤー関係から見た民族系メ
ーカーの競争力 
大阪商業大学総合経営学部 助教授 孫飛舟    奇瑞と吉利の流通ネットワーク戦略 
［終了後懇親会］ 








経済学研究科助教授 宮﨑 卓 
去る6月12、13の2日間にわたり、北京にて、中国全国人民代表大会（「全人代」）財政委員会
の主催による標記シンポジウムに参加いたしましたので、概要以下のとおりご報告いたしたい。 
 
１．本シンポジウム開催・本学からの参加の背景 
中国政府は、1998 年公布の省エネルギー法の内容が、公布後今日までの経済環境・エネルギー
消費主体の大きな変化等により現状に合致しなくなっている点を踏まえ、来年3月の全国人民代表
大会（「全人代」）での批准を目指し目下同法を改定中である。 
右改定作業の一環として、中国国内における諸セクターの直面する問題、他国における省エネル
ギー関連法規につき分析を深めるべく、今般本シンポジウムが、北京の全人代常務委員会会議セン
ターにて、開催されたもの。（主催：全人代財政委員会、共催：天恒持続可能発展研究所、ドイツ技
術協力公社(GTZ)） 
同シンポジウム開催に先立ち、国家発展改革委員会（「発改委」）環境・資源綜合利用司、及び同
委の委託を受け改定作業に携わる天恒持続可能発展研究所の関係者が全国日本学士会の招聘により
来日した際、本学上海センターからの参加についても打診があり、参加することとなった。 
 
２．参加者 
中国国内からは、全人代、発改委、財政部、建設部、交通部、国家環境保護総局等の行政部門に
加え清華大学からも有識者・専門家が参加、海外からは EU、アメリカ、ドイツ、デンマークから
も有識者・専門家が参加。日本からは他に、学士会の他、経済産業省資源エネルギー庁、省エネル
ギー・新エネルギー部政策課の高見国際協力推進室長より、日本での省エネルギーの取組みに関す
るプレゼンテーションを行うべく参加した。 
 
３．日程、議事概要および所感 
本シンポジウムは、先ず中国及び参加各国双方から、自国における省エネ関連の法律、体制及び
政策に関する報告からスタート（12 日午前）、それを受け、工業、建設及び交通の３つの分野にお
ける省エネ関連の課題に関する討議（13日午前）がなされ、最後にこれらの討議内容を踏まえつつ、
主として中国側より今後の省エネルギー法改正に向けての検討状況の報告と、それを受けての議論、
という構成で進行した。 
欧州勢の報告は、主として契約に基づく企業等による自発的な省エネへの取り組みに重点が置か
れており、具体的な実施細則を議題としなかったのに対し、日本（資源エネルギー庁）からのプレ
ゼンテーションは具体的な政策実施、法規の執行まで行政の立場から説明するものとなっており、
中国側からの質問・コメントのかなりの部分は日本に関するものであった。これらの中国側発言か
らも、現行の法規が遵守されていないという現状への懸念が伺われる。 
中国における省エネルギー法改訂に関しては、従来本シンポジウムの共催者でもあるドイツ技術
公社（注：ドイツにおいて二国間の技術協力を実施する組織。日本では国際協力機構(JICA)に相当）
が深く関与してきた経緯があるが、今回のシンポジウムを通じ、中国側としても、日本のこの分野
における成果とその応用性を改めて認識したものとの印象を受けた。今後行政、学術両面にわたる、
本分野における日中の協力関係構築の可能性が開けたものと考える。 
なお、本シンポジウムには、中国の環境行政において大きな権限と影響力を有する全人代財政委
員会、及び国家発展改革委員会環境・資源綜合利用司が深く関わっている。今般のシンポジウム参
加を通じ、これらの部門との交流を深められたことで、中国の環境行政に関連する諸情報の取得が
容易なった点にも、本シンポジウム参加の意義と認めうるのではないかと考える。 
以上 
